
　東日本大震災津波に関する要望

１．復旧・復興のための事業は国費による力強い措置を基本とした事業の創設

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２．前例にとらわれない国の幅広い、強力な支援による早急な追加予算の措置

３．復興特区制度の早期実現

４．「復興一括交付金」等による地方の創意工夫を発揮させる仕組みの創設

５．復興に要する費用の地方負担分に対する財源措置の充実・確保

６．災害廃棄物（がれき）の早期処理に向けた支援

７．防災・消防に係る施設・設備の整備に向けた支援

　　　消防救急無線のデジタル化の移行期限の延長と無線のデジタル化に係る市町村

負担の大幅な軽減

８．公共土木施設等の早期復旧に向けた支援

　　（１）災害復旧事業等に対する財政支援

　　（２）災害復旧事業等の制度改善等

９．鉄道の早期復旧に係る国の全面的な支援

　　（１）壊滅的な被害を受けた三陸鉄道の施設復旧への支援

　　（２）同様に甚大な被害を受けたＪＲ八戸線・山田線・大船渡線の早期復旧への支援

１０．被災地の早期復旧に向けた総合的なまちづくり制度の創設

１１．復興事業としての社会資本整備等の促進

　　（１）「復興道路」の早期完成

　　　　　　「三陸縦貫自動車道」、「三陸北縦貫道路」、「八戸・久慈自動車道」の三陸沿

岸地域を縦貫する道路、「東北横断自動車道釜石秋田線」、「宮古盛岡横断道

路」の内陸部と三陸沿岸地域を連絡する道路を「復興道路」として位置付け、

未事業化区間を早期に事業化するとともに、国により、３年間で重点的に整

備し、５年以内に全線開通すること　　

　　（２）津波対策のための防災施設等の整備

　　（３）メモリアル公園等の整備

　　（４）国家プロジェクトとしての全面的な事業促進

　　（５）「復興枠」の創設等による社会資本整備費の重点投資



１２．被災市町村に対する人的支援等

１３．再生可能エネルギー導入促進に向けた支援

１４．原子力発電所事故に伴う放射線影響対策の充実・強化

　　（１）放射線の測定及び汚染対策について、責任を持って実施すること

　　（２）今後新たに国民生活に影響を与えるような事案が発生しないよう、放射線の

影響に係る対策について、遺漏がないか十分な点検を行い、必要な対応を行う

こと

　　（３）県が実施する測定や必要な調査、除染、処分等の汚染対策に対する技術的支

援を行うとともに、県や市町村が実施した測定や汚染対策に係る費用について、

過去に遡って負担すること

　　（４）国民の安全・安心の確保のため、放射線の影響に係る基準を明確にするとと

もに、国民へ分かりやすく周知すること

　　（５）具体的に生じた損害のみならず風評被害による損害についても、責任を持っ

て賠償等が行われるよう必要な措置を講じること

１５．被災者の避難生活及び生活再建に対する支援

　　（１）災害救助法に基づく救助の適用範囲の拡大と手厚い支援

　　（２）被災者生活再建支援制度の充実

　　（３）個人の二重債務解消に向けた支援

　　（４）住宅確保に向けた対策

１６．被災した事業者、労働者・離職者等への総合的な就業支援

１７．医療施設や社会福祉施設等の復旧・復興に向けた支援及び継続的な人的

支援

　　（１）医療施設の再開及び再開後の診療継続に対する支援

　　（２）復興に向けた医療連携の取組に対する支援

　　（３）社会福祉施設等の災害復旧に対する支援

　　（４）基金を活用した取組に対する継続的な支援

　　（５）津波被害から地域を守る福祉のまちづくりのための新たな基金の創設

　　（６）被災した公立病院の医療機能回復等に向けた地方公営企業繰出金の拡充

１８．文教環境の復旧・復興支援

　　（１）学校・公立文教施設の復旧整備

　　（２）通学手段の確保

　　（３）教職員の確保等

　　（４）復興事業に伴う埋蔵文化財調査への人的・財政的支援



１９．農林水産業の復旧・復興支援

　　（１）国家プロジェクトとしての水産業の復旧・復興支援

　　　　　① 漁業と流通・加工業の一体的な再建

　　　　　② 漁業協同組合を核とした漁業、養殖業の円滑な再開

　　　　　③ 漁港等の復旧・復興

　　　　　④ 漁業者等の生活補償等

　　（２）農業・農村の復旧・復興支援

　　　　　① 農業生産基盤の早期復旧と新たな農村づくりに向けた支援措置の充実

　　　　　② 被災地域における新たな産地づくりに向けた総合的な支援

　　　　　③ 農業者の経営再建に向けた支援

　　（３）森林・林業、木材産業の復旧・復興対策

　　　　　① 公共土木施設等の復旧の支援

　　　　　② 林業関係施設の復旧等の支援

　　（４）被災農林漁業者の二重債務問題の解消

　　（５）原子力発電所事故による畜産被害等への対応

　　　　　① 国による全頭検査体制の確立

　　　　　② 畜産農家等の経営安定対策等　

　　　　　③ 暫定規制値を超えた牛、高濃度の放射性セシウムが検出された稲わら、堆

肥の管理、処分方法の確立等

　　　　　④ 風評被害の防止等

　　　　　⑤ 畜産農家に対する損害賠償の確実な実施

２０．被災企業等への支援策の拡充

　　（１）中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業の拡充等

　　（２）小規模事業者への支援策の拡充

　　（３）二重債務の解消に向けた積極的な支援

２１．「ものづくり特区」等による東北（岩手）地域への産業集積支援

２２．TOHOKU国際科学技術研究への支援

　　（１）岩手県沿岸地域への国際的防災研究拠点の構築

　　（２）いわて三陸国際海洋研究拠点の構築

　　（３）素粒子・エネルギー研究拠点の構築

２３．観光施設・宿泊施設等の早期復旧と事業継続支援
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